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１.制度の概要と近年の利用実績 
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自治体 

一部地域において 
自治体による損失補償 

損失補償 

○信用力に乏しい中小企業・小規模事業者が民間金融機関から借入を行う際に、信用保証協会が
保証を行うことにより、その信用力を補完し、資金繰りを円滑化するもの。 

保
証 
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（参考）信用補完制度の目的 

 
 

１．信用保証協会法（昭和２８年法律第１９６号） 

○ 目的（第１条） 

  この法律は、中小企業者等が銀行その他の金融機関から貸付等を受けるについて 

その貸付金等の債務を保証することを主たる業務とする信用保証協会の制度を確立し、 

もつて中小企業者等に対する金融の円滑化を図ることを目的とする。 

２．中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号） 

○ 目的（第１条） 

  この法律は、中小企業者に対する事業資金の融通を円滑にするため、中小企業者の 

債務の保証につき保険を行う制度を確立し、もつて中小企業の振興を図ることを目的とす 

る。 
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（参考）信用補完制度の歩み 
昭和１２年 東京市等が、ドイツを範として、中小企業者に対する債務保証を実施する「東京信用保証

協会」を設立 →その後、各地で設立（昭和３６年（沖縄協会）まで） 
 

昭和２３年 中小企業庁発足 
 

昭和２５年 「中小企業信用保険法」の制定 
       →翌年、信用保証協会が行う債務保証に対する保険引き受け開始（保険者は国） 
       →現行の信用補完制度の原型 
 

昭和２８年 「信用保証協会法」の制定 
 

昭和３３年 中小企業信用保険公庫（現在の日本政策金融公庫）の設立 
       →現行の信用補完制度の体系が整う 
 

昭和３８年 「中小企業基本法」の制定（→平成１１年に抜本的改正※） 
           ※経済的社会的制約による不利の是正から 中小企業の多様で活力ある成長発展へ 
 

平成１０年 金融機関の貸し渋り対策として、「中小企業金融安定化特別保証」を実施 
       →保証承諾件数が急激に増加 
 

平成１９年 責任共有制度（８０％保証）の導入 
       →これまで保証協会が原則１００％リスクを負担していたが、金融機関にも２０％の負担を

求めることに 
 

平成２０年 リーマン・ショック対策として、「緊急保証」を実施 
       →１００％保証の拡大 
 

平成２６年 拡大した１００％保証について、平時への運用に移行 
       「小規模企業振興基本法」の制定 4 



信用保証制度の利用状況 

        全企業数（386.4万者） 

中小企業・小規模事業者 
約385.3万者、99.7％ 

大企業 
約1.1万者 

0.3％ 

うち小規模事業者 
約334.3万者、87％ 

  うち、公的金融機関を利用している事業者 

利用事業者数 

政 
策 
金 
融 

公庫 
（中小） 

4.7万者 

公庫 
（国民） 

91.1万者 

商工 
中金 

7.6万者 

信用保証 141万者 

 （注）平成27年３月末時点 

○中小企業・小規模事業者約385万者のうち、約３分の１に相当する141万者の事業者が信用保証  
制度を利用。 

5 
 （備考）総務省「平成24年経済センサス-活動調査」より作成。 



（備考）１．日本政策金融公庫、商工中金及び全国信用保証協会連合会により作成。 

    ２．日本政策金融公庫の貸付は、中小企業・小規模事業者向け貸出を集計。 

    ３．各信用保証協会の職員数と店舗数のみ平成26年３月末時点、その他の計数は全て平成27年３月末時点。 

(参考)公的金融機関の状況（平成27年３月末時点） 

  職員数 店舗数  
貸付残高 
保証残高 

日本政策 
金融公庫 

中小企業事業 1,965人 65店舗 
（うち海外２店舗） 

６兆1,787億円 

国民生活事業 4,517人 152店舗 ６兆2,500億円 

商工中金 3,975人 104店舗 
（うち海外４店舗） 

９兆5,031億円 

各信用保証協会 
（51協会） 

5,973人 186店舗 27兆7,017億円 
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（備考）１．日本銀行、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫及び全国信用保証協会連合会により作成。 
    ２．残高は年度末値。〔 〕内は構成比。 
    ３．民間金融機関は、国内銀行及び信用金庫の合計（個人向けや地方公共団体向けの貸出は除外）。 

○中長期的には、中小企業者・小規模事業者向け貸出の全体額は縮小傾向であるが、リーマンショック以降は横ばい（足下で
は微増）。 

○保証残高が全体に占める割合は１割強。なお、当該保証残高は、毎年減少の傾向（毎年１割程度減少） 。 

中小企業者・小規模事業者向け貸出残高及び保証残高の推移 

279.3 
〔90.8%〕  

258.6 
〔90.3%〕  

238.2 
〔89.9%〕  

228.4  
〔89.7%〕 

221.5 
〔89.7%〕  

224.4 
〔90.2%〕  

230.7 
〔90.9%〕  
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〔91.3%〕  
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〔90.5%〕  

299.8 
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285.6 

〔90.6%〕 
273.8 

〔90.5%〕 
216.7 
〔90.7%〕  

221.7 
〔91.0%〕  

28.2 
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〔9.7%〕 26.8 

〔10.1%〕  26.3 
〔10.3%〕  25.5 

〔10.3%〕  
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政府系金融機関（日本政策金融公庫・商工中金） 
民間金融機関（国内銀行・信用金庫） 
中小企業・小規模事業者向け貸出のうち、保証協会による保証付きの貸出 

（年度） 

315.4  
302.5  

328.8  

307.5  

286.2 

265.0 
254.7 247.0  248.7  253.7  246.3  242.5  239.4  236.7 

248.8  
235.7 238.9 243.6 

～金融システム不安対応～ 
（1998年10月～2001年3月） 

 ～リーマンショック対応～ 
（2008年10月末～2011年3月）  ～責任共有制度導入～ 

（2007年10月） 

（兆円） 

過去最大（４３兆円） 保証残高は、 
毎年１割程度減少 

政府系金融機関（日本政策金融公庫・商工中金）による貸出 
民間金融機関（国内銀行・信用金庫）による貸出 
民間金融機関による貸出のうち、保証協会による保証付きのもの 
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（前年同期比、％） 

政府系金融機関 
（日本政策金融公庫・商工中金） 

国内銀行 

（年度・四半期） 

金融引締め期には民間が後退 

金融システム不安 

リーマン・ショック  

信用保証協会 

ＢＩＳ規制 

○信用保証は危機時に拡大。 

中小企業・小規模事業者向け貸出・保証残高伸び率 

民業補完性 

○信用保証は危機時に拡大。 

（備考）１．日本銀行「金融経済統計月報」等により作成。 
    ２．政府系金融機関は、日本政策金融公庫（旧中小企業金融公庫・旧国民生活金融公庫）及び商工中金の合計。 
    ３．国内銀行は中小企業向けの事業資金貸出残高で、銀行勘定のみ。また、1993年度以降は当座貸越を含むベースで算出。 
      1990年度以降は第二地銀（旧相互銀行）を含む。1996年９月以前は全国銀行ベースで算出。 
    ４．2000年４月に中小企業の定義が変更されたため、2000年６月～2001年３月の国内銀行の伸び率は、新基準と旧基準 
      の比率等をもとに日本政策金融公庫において試算。 8 



中小企業全体 保証利用者 

301人以上 0.3% 0.1%
101～300人 0.8% 0.7%
51～100人 1.2% 1.4%
21～50人 3.5% 5.0%
11～20人 5.2% 7.2%
6～10人 8.4% 10.5%
5人以下 80.7% 75.1%
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雇用者規模別 

保証利用企業の規模 

○保証を利用する企業の規模は、従業員数５人以下の小規模事業者が７割超。 
○一企業当たりの残高金額は、500万円以下が4割を占める。 
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

運転・設備資金 10,261 11,196 9,595 9,370 7,942 7,790 7,133 7,510

設備資金 6,807 5,988 5,386 4,996 5,159 5,050 5,570 5,312

運転資金 113,202 178,626 151,262 127,360 102,433 84,680 80,363 76,572

前年度比_運設 81.9% 109.1% 85.7% 97.7% 84.8% 98.1% 91.6% 105.3%

前年度比_設備 88.2% 88.0% 89.9% 92.8% 103.3% 97.9% 110.3% 95.4%

前年度比_運転 97.3% 157.8% 84.7% 84.2% 80.4% 82.7% 94.9% 95.3%

前年度比_全体 95.4% 150.3% 84.9% 85.3% 81.5% 84.4% 95.4% 96.1%
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資金需要の状況（資金使途別保証承諾金額） 
（億円） 

資金使途別保証承諾金額 

○資金使途については、運転資金が約9割を占める。 
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11 

金融機関業態別の保証承諾実績（件数・金額） 

○件数・金額共に信用金庫・地方銀行等が約9割。 



日本政策金融公庫 

信用保証協会（全国51） 
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信用補完制度の構図 

   

   

   
保険金 （公庫）  ６４％ 民間金融機関 ２０％ 

融資額の８０％を保証 

協会負担 １６％ 

融資額の２０％ 

保険金 （公庫） ８０％  

融資額の１００％を保証 

       協会負担 
       １２％ 損失補償 ８％ 

一般保証 
（８０％保証） 

セーフティネット保証 
（１００％保証） 

民間金融機関 
負担０％ 

 

自治体 

一部地域において 
自治体による損失補償 

※一部地域において 
  自治体負担 

損失補償（Ｈ26：187億円） 

一般保証：８０％ 
ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ保証：１００％ 

（Ｈ26：5,266億円） 

（Ｈ26：4,262億円） 

（Ｈ26：2,748億円） （Ｈ26：1,504億円） 

（Ｈ26：1,404億円） （Ｈ26：1,085億円） 

保
証 
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セーフティネット保証制度とは、取引先の倒産、自然災害、構造的な不況等によって、経営の安定に支障が生じている中小企業者を、一般保証（最大
２億８千万円の保証枠）とは別枠（最大２億８千万円）の保証の対象とする制度。 

制度概要・対象者 保証割合 保険条件 適用事例 

１
号 

【連鎖倒産防止】 
大型倒産事業者を告示で指定。当該指定事業者に対し、売掛債権等を有して
いる中小企業者が対象。 

１００％ 

保険料率の引き
下げ 
 
平均0.97% 
→ 0.41% 
 
 
 
保険填補率の引
き上げ 
 
普通保険 
70%  
→ 80% 

エルピーダの更生手続開始
（H24年） 

2
号 

【事業活動の制限】 
事業所の閉鎖等、事業者の取引制限を告示で指定。当該事業者との直接・間
接取引先の中小企業者等が対象。 

三菱自動車の生産縮小
（H16年） 

3
号 

【事故等の突発的災害】 
突発的な事故等により相当数の中小企業者に影響が出ている地域と業種を告
示で指定。当該地域内の中小企業者であって、売上等が減少している中小企
業者が対象。 

有明海の海苔の不作（H13
年） 

4
号 

【自然災害等の突発的災害】 
自然災害等により相当数の中小企業者に影響が出ている地域を告示で指定。
当該地域内の中小企業者であって、売上等が減少している中小企業者が対象。 

・大涌谷の火山活動（箱根町
等）（H27年） 

・関東・東北豪雨（常総市等） 
 （H27年） 

5
号 

【不況業種】 
全国的な不況業種を告示で指定。当該業種に属し、売上等が減少している中
小企業者が対象。 

四半期又は半年毎に不況業
種を指定 
（H27.10.時点で230業種） 

6
号 

【破綻金融機関】 
破綻金融機関と金融取引を行っていた中小企業者が対象。 

日本振興銀行の破綻（H22
年） 

7
号 

【金融機関の経営の合理化】 
支店の削減等、経営の合理化により中小企業向け貸出が減少している金融機
関を告示で指定。当該金融機関からの借入残高が減少等している中小企業者
が対象。 ８０％ 

半年毎に指定 
（H27.10時点で114金融機関） 

8
号 

【ＲＣＣへの債権譲渡】 
ＲＣＣ（整理回収機構）に貸付債権が譲渡された中小企業者であって、事業の
再生が可能な中小企業者が対象。 

貸付債権がＲＣＣに譲渡され
た中小企業者がその都度対
象。 

セーフティネット保証制度の概要 
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～2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 

一般保証（１００％保証） 

金融安定化特別保証 
【1998.10.1～2001.3.31】 

・セーフティネット保証５号                                ・セーフティネット保証５号 （１００％保証）    
 （不況業種への対応） 
 （１００％保証） 

  

 

 

    全業種指定継続 

  【2011.4.1～2012.10.31】 

 
 

 東日本大震災復興緊急保証 
     （１００％保証）  
     【2011.5.23～】 

2013年度 

 
  ｿﾌﾄﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ措置 
 
 【2012.11.1～2014.3.2】 
 

 

 
 

信用補完制度の変遷 

創業保証、小口零細企業保証等（１００％保証） 

一般保証（責任共有対象） 

責任共有制度 
（80%保証）開始 
【2007.10.1】 

     
   セーフティネット保証 
    （１００％保証） 

 ・セーフティネット保証 １～６号 (大型取引先の倒産、自然災害等への対応) （１００％保証） 

 ・セーフティネット保証 ７・８号(金融機関の経営の合理化に伴う貸出減等への対応) （責任共有対象） 

平時の運用への移行 
【2014.3.3～】 

 
緊急保証 

（１００％保証） 
 【2008.10.31～】 
※セーフティネット保証 
５号に別称を付け、 

対象業種を順次拡大。 

 
景気対応緊急保証 
（１００％保証） 

【2010.2.15～2011.3.31】 

※原則全業種を指定 

 

東日本大震災 
【2011.3】 

リーマンショック 

【2008.9】 
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金融安定化特別保証 緊急保証（景気対応緊急保証） 

目的 

 金融環境の変化により必要事業資金の円滑な調達に支障を
来している中小企業者に対し、信用保証協会付き融資によりそ
の事業資金を供給し、もって中小企業者の事業発展に資するこ
とを目的とする。 

 国際的な金融不安等を契機とした現下の厳しい経済状況において、例外業
種を除き原則として全ての業種（注1）に属する中小企業者が、できるだけ簡易
な手続で速やかに必要な事業資金を調達できる事業環境を整備し、もって中
小企業者の事業発展に資することを目的とする。 
（注1）全業種指定は、平成22年2月以降 

保証対象者 

【市区町村の認定】 
金融環境変化により、必要事業資金の調達に支障を来している
中小企業者 等 

【市区町村の認定】 
最近３ヶ月の利益率が前年同期比▲３％以上の中小企業者 等 

【保証審査】 
ネガティブリスト（注2）に該当しなければ保証承諾 
（注2）粉飾決算を行っている者、暴力的不法行為者、大幅な債務超過
に陥っている者、等 

【保証審査】 
中小企業の経営実態を十分勘案（取引先からの経営支援等を幅広く
勘案し、総合的に与信を判断） 

保証割合 １００％保証 

保証限度額 
（一般保証とは別枠） 

普通保証     ２億円以内 
無担保保証    ５，０００万円以内 
無担保無保証人保証 １，０００万円以内 

普通保証     ２億円以内 
無担保保証    ８，０００万円以内 
無担保無保証人保証 １，２５０万円以内 

保証料率 
普通保証     ０．７５％以下 
無担保保証    ０．６５％以下 
無担保無保証人保証 ０．４０％以下 

０．８％以下 

保証期間 （設備資金）７年以内     （運転資金）５年以内 １０年以内 

取扱期間 平成10年10月1日～平成13年3月31日 平成20年10月31日～平成23年3月31日 

根拠条文 
（条文は当時） 

【平成10年10月～】 
中小企業信用保険法第２条第３項第２号（倒産関連保証２号） 

【平成10年11月～】 
中小企業信用保険法第２条第３項第６号及び７号（倒産関連保証６号
及び７号） 

中小企業信用保険法第２条第４項第５号 
（セーフティネット保証５号） 

（参考）「金融安定化特別保証」と「緊急保証」 
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緊急保証の効果（倒産回避） 

○平成19年度に責任共有制度（80％保証）を導入したものの、その後、間もなくリーマンショックが発生。このため、平成20年度からセーフ
ティネット保証５号（100％保証）の対象業種を拡大して対応（緊急保証）。 
○当該緊急保証により、約16,100件の倒産が回避されたと推計される。 

緊急保証・景気対応緊急保証 
（参考） 

金融安定化特別保証 

目的 リーマンショックへの対応 金融システム不安への対応 

期間 平成20年10月31日～平成23年3月31日 平成10年10月1日～平成13年3月31日 

倒産回避 
（推計値） 

約16,100先 
（倒産件数全体：36,080件） 

約9,600先 
（倒産件数全体：28,487件） 

（備考） 
 ・特別保証の倒産・倒産回避件数は、平成12年3月末実績。平成12年度中小企業白書より抜粋。 
 ・緊急保証の倒産・倒産回避件数は、平成23年3月末実績。倒産月報（東京リサーチ）、法人企業統計季報（財務省）等より、日本政策金融公庫推計。 
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0.7兆円 
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保証５号） 
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6.1% 
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

（兆円） 

セーフティネット保証５号（１００％保証） 東日本大震災復興緊急保証（１００％保証） 他の１００％保証 責任共有保証 

責任共有保証 
の割合 

緊急保証・セーフティネット
保証５号の割合 

震災復興緊急保証の割合 

全体 
13.0兆円 

19.6兆円 

16.6兆円 

9.8兆円 

14.2兆円 

11.6兆円 

9.3兆円 8.9兆円 

○平成20年度からセーフティネット保証５号（100％保証）の対象業種を拡大して対応（緊急保証）。このため100％保証が承諾実績の全体に占める割合は
50％を超えていたが、現在では、責任共有保証の承諾実績の全体に占める割合は増加傾向にあり、昨年度（平成26年度）は87.0％を占めている。 

信用保証の承諾実績（フロー）の推移 
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○前頁同様の理由により、残高ベースでも責任共有制度の実績が増加しつつあり、近年50%を超えたところ。 
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（兆円） 

セーフティネット保証５号（１００％保証） 東日本大震災復興緊急保証（１００％保証） 他の１００％保証 責任共有保証 

責任共有保証の割合 

緊急保証・セーフティネット
保証５号の割合 

震災復興緊急保証の割合 

全体 
29.4兆円 

33.9兆円 

35.9兆円 

32.1兆円 

35.1兆円 34.4兆円 

29.8兆円 27.7兆円 
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信用保証の保証債務残高の推移 



0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

区分① 区分② 区分③ 区分④ 区分⑤ 区分⑥ 区分⑦ 区分⑧ 区分⑨ 

責任共有別・カテゴリ区分別 累積承諾代弁率 

（注１）平成19年下期から平成27年3月までの承諾に対する平成27年3月までの累積代弁率。 
（注２）カテゴリ区分は、各企業のCRDデフォルト率データにより算出した区分。 
（注３）１００％保証には、構造不況にある事業者や災害の影響をうけた事業者も含まれるため代弁率が高くなる要素もある。 

１００％保証 

責任共有制度 

100％保証と責任共有保証との代弁率の比較 

○１００％保証と責任共有制度（８０%保証）の場合の代弁率を比較すると、責任共有制度の方が低い。 
  （ＣＲＤのデフォルト率、高リスク・中リスク・低リスクごとに比較した場合。） ※ＣＲＤについては次ページ参照 

高リスク 低リスク 
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代弁率 

デフォルトリスク 

中リスク 



○ＣＲＤ（クレジット・リスク・データベース）は、信用保証協会（51）、政府系金融機関、民間金融機関（116）、格付け機関等が有す

る中小企業の財務情報等（債務者数341万件）をデーターベース化し、中小企業の信用リスクの定量的評価等を行うシステム。

これにより、その企業が将来デフォルトする確率等を算出。 

  （これを元に９段階の区分としてカテゴリ分けして、それぞれに応じた保証料率等を設定している。） 

（出所：ＣＲＤ協会資料） 

（参考）CRD(Credit Risk Database)の概要 
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条件変更先の状況（推移） 

○条件変更を経験した事業者は、リーマンショック後に増加し、依然として高い水準（約１８．５万者。信用保証制度の利用者の１３．１％） 
   ※条件変更とは、当初の返済期限を延期するなど貸付条件の変更を行うこと。条件変更を行うと、当該条件変更がなされた債務を完済

するまでは、新規の借入れが困難となる。 
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条件変更先の状況（財務内容） 

○条件変更先（保証利用）について、財務内容は改善しつつある企業が６割強。 

22 

平成23年決算 平成24年決算 平成25年決算 平成26年決算 

下方遷移 45.1% 40.5% 38.9% 35.1%

不変 1.1% 0.5% 0.3% 0.2%

上方遷移 53.8% 59.0% 60.8% 64.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成22年度条件変更先のリスク遷移状況 

（注）平成27年3月末時点で入力のある法人企業の決算データを集計。そのうち平成22年度中に条件変更を実施した先を抽 
   出し、平成22年決算と平成23年以降の各決算におけるCRD財務3年PDをそれぞれ比較。 



信用補完制度に対する予算措置 
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（備考）１．平成16年度第１次補正予算の保証には、旧中小企業金融公庫が、旧中小企業総合事業団からの信用保険業務承継時に、 
      旧中小企業総合事業団高度化等勘定から承継した2,525億円を含む。 
    ２．財務省計上分を含む。 
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保証制度別の回収率の推移 

○ 事故率は、金融円滑化法及び同法終了後の政策パッケージの効果もあって、抑制された水準。 

○ 他方、代位弁済後の求償権の回収率は、無担保・無保証融資の増加を受けて、大きく低下。 

保証制度別の事故率の推移 

（％） （％） 金融円滑化法 

○ 中小企業金融円滑化法（～25年3月末）及び同法終了後の 
 政策パッケージ 
 中小企業金融円滑化法では、リーマンショック等による中小企業の資金繰り悪
化等への対応策として、金融機関は、借り手から申込みがあった場合には、貸
付条件の変更等を行うよう努めることなどを規定。 
 同法が終了した後も、金融機関に対して、検査・監督を通じて、中小企業に対
する円滑な資金供給や経営支援に努めるよう慫慂。 

○ 経営者保証に関するガイドライン（26年2月適用開始） 
  

  事業資産と経営者個人の資産が明確に分離されている等、一定の条件

を満たす場合には、経営者保証を求めないこと、また、保証債務の整理の
際の対応（経営責任のあり方、残存資産の範囲等）などをガイドライン化。 

信用保証に係る事故率・回収率の推移（平成２７年１１月１０日財政制度等審議会資料抜粋） 

 

第三者保証人原則非徴求 
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信用補完制度に関する収支の推移（平成２７年１１月１０日財政制度等審議会資料抜粋） 

○セーフティネット保証（リーマンショック時の緊急保証、構造不況対応）による負担が大きい。 
○責任共有対象分については改善傾向であるが、平成２１年以降、金融円滑化法などの効果により事故が抑制さ

れている可能性があり、留意が必要。 

（注） 
平成21年12月以降、金融円滑化

法などの効果により事故が抑制
されている点に留意 
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２.制度をめぐる最近の議論 
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信用補完制度をめぐる内外からの指摘（ポイント） 

■国会    ※平成27年4月8日（商工中金法及び信用保険法改正法 衆議院附帯決議） 
                   ※平成27年5月19日（同法 参議院附帯決議） 

「中小企業支援の目的に沿って信用保証協会が業務を遂行するよう、政府は先進各国との比較も行いながら所要の措置を講

ずること」（衆） 
「多額の財政支援が継続している状況に鑑み、国民負担を軽減するとの観点から、全国各地の信用保証協会の業務の効率

化及びガバナンスの強化を図ること」（参） 
「信用保証協会による保証業務や保証基準の在り方についても、不断の見直し及び検証を行うこと」（衆・参） 

■日本再興戦略2015（平成27年6月30日閣議決定） 
  「金融機関が経営改善や生産性向上等の支援に一層積極的に取り組むよう促すため、信用保証制度の在り方について検討

する」 
■骨太の方針2015（平成27年6月30日閣議決定） 
  「金融機関による適切なリスク負担を図る観点から、信用保証制度の在り方について本年中に検討を進め、あるべき方向性を

示す」 
＜参考＞ 
 ■自民党政務調査会 提言（平成27年6月9日） 
  「中小企業の資金繰りに万全を期し、リスクの高い分野への資金供給を促進する観点も含め、信用保証制度のあり方について

本年中に検討を進め、あるべき方向性を示すこと」 
  「行政側には、地域金融機関が「ひと手間かけて育てる金融」が行いやすい環境、インセンティブを整えることが求められてい

る」 
 ■自民党成長戦略（経済好循環の実現に向けて～「横串と団子」～）（平成27年6月16日） 
  「中小企業・小規模事業者の経営環境等に配慮し、資金繰りに万全を期すと同時に、金融機関がモラルハザードに陥らないよ

う、適切なリスク負担をする観点から、信用保証制度のあり方について、本年中に検討を進め、あるべき方向性を示し、その

後必要な措置を講ずべきである。」 
 ■ＯＥＣＤ対日審査報告書2015 
  「寛容な政府保証が再編を遅らせ、いわゆる「ゾンビ」企業を温存する」 27 
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